
2022 年 2 月 24 日に開始されたロシアによるウクライナ侵略は、
瞬く間に先進諸国を結束させ、ロシアに対する前例のない経済制裁
措置の発動をもたらした。岸田総理は、ロシアによる侵略は、「欧
州のみならず、アジアを含む、国際秩序の根幹を揺るがす1」もの、

「ウクライナは明日の東アジアかもしれない2」という危機感を強く
発信し、アジアをはじめ各国に対しウクライナ情勢対応への理解と
協力を働きかけると共に、力による一方的な現状変更をインド太平
洋地域で許さないための連携を欧州諸国とも強化している。米中対
立や新型コロナ感染症の拡大によってサプライチェーンの再構築が
迫られ、インフレ圧力が高まっていたところに、ロシアの侵略によ
るエネルギーや食料の価格の高騰が加わり、世界経済の不透明性が
高まっている 3。戦闘の長期化が懸念される中、戦後の国際秩序の
下で形成されてきた自由貿易体制も揺らいでいる。

第二次世界大戦後、曲折を経ながらも世界貿易の拡大を支えてき
た自由貿易体制は、21 世紀に入り、停滞を深め始めていた。グロ
ーバル化とデジタル化は、産業構造を大きく変えた。先進国を中心
に、製造業の安定的雇用が失われ、政府の政策が不十分なまま、地
域のコミュニティが壊れ、貧富の格差が拡大していった。米国にお
いてグローバル化に対する中間層の懸念が高まったことを受けて、
トランプ政権は、発足直後に環太平洋パートナーシップ（TPP）協
定から離脱し、貿易赤字解消を重視して一方的措置を背景に2国間
交渉を行った。世界貿易機関（WTO）の紛争解決機関は、米国が、
補助金協定上の公的機関の認定に関する上級委員会の判断に対し

「中国の非市場経済的な慣習を擁護するもの 4」として強く反発し、
上級委員の選任に合意しないため、2019 年 12 月以降、機能不全に
陥っている。

さらにトランプ政権後半には、米中対立が貿易摩擦を超えて先鋭
化していった。米国は、2017 年末の国家安全保障戦略において、
中国を初めて対外的に「競争相手」として名指しし5、米中覇権競
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争が顕在化した。その根底には、WTO 加盟後の中国の姿勢に対す
る米国の根強い不満と不信がある。中国を WTO に受け入れること
は、リベラルな国際秩序に自由主義的でない国をも包摂することで
世界に市場経済と民主主義を広げる、という冷戦後の戦略の一環だ
った。しかし、中国は、WTO 加盟の恩恵により急速な経済発展を
遂げたにもかかわらず、市場歪曲的な政策や慣行について WTO 紛
争処理手続で働きかけても本質的改革を行なわず、むしろ近年、国
家中心の経済モデルを強化している6、とみなされている。さらに、
経済を上回るペースで軍備を増強し、軍事力を背景とする現状変更
の動きを進め、国内的には社会統制を強化するなど、既存の国際秩
序に挑戦する意思を顕にするようになった。

米国は、中国の軍⺠融合戦略を念頭に、技術流出防止や米国内情
報通信インフラの信頼性確保を目的とする各種貿易投資規制を次々
に導入し、対する中国は、国内市場を成長の基礎とし、世界の中国
に対する依存度を高めさせ、サプライチェーンの断絶を抑止すると
いう「双循環 7」の方針を掲げ、外国法の域外適用に対抗する法令
の導入や産業政策の強化を進めた。さらに、新型コロナウイルス発
生源の調査を求めた豪州に対する中国の経済的威圧の動き、新疆ウ
イグル自治区での人権侵害に対する米欧の輸入規制など、対立が価
値観に関わる領域に広がっている。経済的手段による他国からの圧
力に対抗し得る能力を構築するという経済安全保障の視点が各国の
政策に浸透し、サプライチェーンを信頼できる国々に移す動き
“friend-shoring8”が進められている。

米中対立の深まりを受けて、ロシアのウクライナ侵略以前から既
に、民主主義諸国は、自由主義的でない国を自由主義的秩序に包摂
することで変革するという幻想を捨て、全世界を包摂する秩序では
なく、米ソ冷戦中のような、価値を共有する国家の集まりによる自
由主義的秩序の強化に専念すべきであるとの論調が見られていた9。
さらに、ロシアのウクライナ侵略前に中国の習近平主席とロシアの
プーチン大統領が交わした共同声明は、価値の違いがもたらす国際
秩序の軋みを決定的に浮き彫りにした。両首脳は、「両国の友情は
無限」と謳い上げ、国際秩序の多極化を推進すべきこと、民主主義
には各国それぞれのやり方があることなどを強調し、既存のリベラ
ルな国際秩序に中露が協調して挑戦する姿勢を明確にした 10。ウク
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ライナの一般市民に対するロシア軍の度重なる残虐行為が明らかに
なり、物流の途絶による食料危機を始め国際社会に与える影響が深
刻化してもなお、中国はロシアとの連携姿勢を示している。5月24
日には、東京での日米豪印首脳会談開催中に、日本の近海で中露両
国の戦略爆撃機が長時間の共同飛行を行い、5月26日、国連安全保
障理事会の対北朝鮮制裁強化決議案に対し常任理事国である中露両
国が拒否権を行使した。

バイデン大統領は、3月26日、訪問先のポーランドで演説し、ロ
シアのウクライナ侵略を「民主主義と独裁主義、自由と抑圧、ルー
ルに基づく秩序と武力に支配された秩序との間の戦い」と表現し、
自由主義諸国 (freedom-loving nations) に対し、戦いの長期化への覚
悟を求めた11。

しかし、世界は、米国ブロック（G7・NATO・豪を含む）対中国
ブロック（ロシアを含む）に単純に二分されているわけではない。
2022年3月から4月の国連総会緊急特別会合における「ウクライナ
に対する侵略」決議、「ウクライナに対する侵略の人道上の影響」
決議、「ロシアの国連人権理事会理事国資格停止」決議は、それぞ
れ賛成多数で可決したが、インドや幾つかの ASEAN 加盟国は棄権
した。棄権した国々は、多くの問題意識を共有しつつ歴史的経緯や
様々な事情に制約されている。

また、現在の世界経済は、かつてないほど相互依存関係を深めて
いる。サプライチェーンの分断、エネルギー・食料の需給逼迫・価
格高騰、世界的な金融緩和の正常化から引締めへの流れが途上国経
済に打撃を与え、新たな政情不安をもたらす可能性もある。通商秩
序の設計には、世界経済の安定への目配りが欠かせない。

自由貿易体制の下、通商国家として戦後の復興とその後の経済発
展を遂げた日本は、安全保障を米国に依存しつつ、最大の貿易相手
は中国となっている。このため、米中の板挟みを最大のリスクと捉
える見方がある。しかし、中国の台頭は、単に米中対立の文脈で捉
えるべきではない。巨大な中国の台頭による様々なインパクトをど
う受け止めるかは、自ら向き合うべき問題である12。政治体制を問
わず自由貿易体制への参加国を増やしリベラルな国際秩序を拡大す

21



るという冷戦後の流れが変わり、権威主義体制による国際秩序への
挑戦にいかに立ち向かうかが焦点となっている今日、日本がどのよ
うな役割を果たすべきかが問われている。

本研究会では、環太平洋パートナーシップに関する包括的及び先
進的な協定（CPTPP）に対する中国の加入申請に日本としていかに
対応すべきかという問いを端緒に検討を行った。

第 1 章（日本の通商政策の推移と国際通商秩序の揺らぎ）では、
日本の通商政策における TPP 及び CPTPP の位置付けを考察すると
ともに、WTO の弱体化、サプライチェーンの再構築、経済的威圧
と経済安全保障政策、デジタル・ルール形成の動きなどが通商秩序
にどのように影響を与えているかを概観した。

日本は、FTA交渉において、当初国内のセンシティブな分野の保
護を優先し行き詰まりを見せていたが、TPP交渉参加を契機に意思
決定における各省縦割りを克服し、保護すべき対象と政策手段を再
構築し、より高いレベルの自由化に臨める体制を整えたことで、機
動性、能動性を獲得した。日本がそれまでの対応からは想像できな
いような変革に踏み切った背景には、通商国家としての発展を支え
た WTO においてドーハ・ラウンドが停滞すると共にこれを補完す
る自らの FTA も停滞していること、中国が WTO 加盟後に経済的に
躍進したにもかかわらず、国家資本主義的な政策を強化し、これを
制約するルールのアップデートに消極的であることに何らの効果的
な対処ができないことへの強い閉塞感と危機感があった。そして、
日本にとって TPP が、通商協定の一つであるにとどまらず、台頭
する中国に対し各国と協調して向き合うという大きな戦略的意義を
持ったことが、米国の離脱に直面してもこれを実現させるというそ
の不屈の取り組みを支えた。

CPTPP 加入申請にどのように向き合うかは、このような CPTPP
の戦略的意義と冒頭に概観したような国際秩序と自由貿易体制の揺
らぎを踏まえ、日本としてどのような秩序を望ましいと考え、その
形成に向けてどう働きかけるのかという戦略と整合的なものでなけ
ればならない。
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第 2 章（米国・バイデン政権の通商政策）では、なぜ米国はTPP
に復帰しようとしないのかについて考察した。

米国は、第二次世界大戦後の「自由で開かれた国際秩序 (Liberal 
International Order)」の構築を主導した。その際、開放性を維持し
たまま各国内の安定性を確保することが目指された（「埋め込まれ
た自由主義」（Embedded liberalism））。しかし、貿易自由化の影響
に対する米国内の政策（「貿易調整支援（TAA)」）は、十分な成果
を上げているとは言えない。

特に、WTO 加盟後の中国から製造業の輸入が急増した際には、
市場メカニズムを通じた雇用調整に対する楽観的な見方を背景に、
TAAが十分強化されないまま、輸入と競合する産業が集積する地域
が疲弊した。輸入急増で疲弊した地域では、2000 年代の議会選挙
で穏健派が議席を失い、共和党右派と民主党左派が躍進し、その両
極が自由貿易反対で一致するという特異な状況をもたらした。

国内政治の両極化が進み、自由貿易に対する支持が失われた中で
選挙を戦ったバイデン候補（当時）は、全米鉄鋼労組に書面で「グ
ローバル経済で競争し、勝利するために、労働者と地域社会に大規
模な投資を行うまで、いかなる新たな貿易協定も結ばない。」と約
束し 13、就任後は「中間層のための外交」14を標榜している。バイ
デン政権は、トランプ政権とは異なり同盟国との協調姿勢を取り戻
し、中国の CPTPP 加入申請を受けてアジアへの回帰を志向してお
り、2021 年 10 月に大統領がインド太平洋経済枠組み（IPEF）の構
想を発表し、2022 年 5 月に 14 カ国で立ち上げた。但し、IPEF は、
市場アクセスを含まず、TPPに代わる通商協定とはなっていない。

米国が通商政策におけるより強力なイニシアティブを回復するた
めには、安定的な雇用を生み出し、地域社会を立て直し、社会の分断
を克服することが欠かせない。困難な課題ではあるが、明るい材料
もある。米国の世論調査を見ると、自由貿易そのものに対する肯定
的な見方はなお強い。国民の不満の対象は、グローバル化の恩恵が
社会に公平に配分されないという国内政策の不備と、自由で開かれ
た国際秩序にただ乗りする形で米国に地政学的競争を仕掛けている
中国の台頭であって、自由貿易自体ではないと解釈できるのではな
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いか。労働者と地域社会がグローバル競争に勝てるための大規模な
投資と国際秩序を守るための通商協定の締結を、前後関係を厳格に
せず（協定の交渉・発効には時間がかかる）同時並行的に進めること
について、米国の政治指導者が関係者を説得することを期待したい。

第 3 章（中国の論理とゲームプラン）では、中国の CPTPP 加入
申請が果たして CPTPP ルールへの適合のために必要となる国内制
度改革への覚悟を伴うものであったかについて、中国国内の議論を
中心に概観した。

中国は、近年、経済力をテコに特定の制度に自らをステークホル
ダーとして組み込むことで国際的な政治的影響力を高めようとする
制度的ディスコースパワーをグローバル経済ガバナンスにおいて追
求し始めた。CPTPP への加入申請はその一環として捉えられ、政
治的意図が強い一方で、CPTPP のルールに適合するための国内制
度改革に対する党中央のコミットメントは確認されていない。

中国がCPTPP適合性を確保する上で特に課題が大きいとみられる
のは国有企業章、労働章、電子商取引章であるが、これらにとどま
らず全体に共通する問題として、中国の「国家安全」の概念を背景
とする安全保障例外の援用の可能性が挙げられる。習近平主席は、
2014年4月に重要講話で「総体国家安全観」を提示した15。この下
で制定された国家安全法第二章16は、多岐にわたる分野における国
家安全維持の任務を定めているが、先の重要講話は、「国民の安全
を目的、政治の安全を根幹、経済の安全を基礎、軍事・文化・社会
の安全を保証、国際安全保障を推進という国家安全全体理念を堅持
しなければならない」とし、目的として「国民の安全」を掲げつつ
も、国家安全の根幹（＝究極の目的）はあくまで「政治の安全」で
あり、その内容は、「政権の安全」（＝習近平政権の継続）と「体制
の安全」（＝社会主義体制の維持）であることが示されている 17。
このように、幅広い政策において国家安全が優先し、各分野の政策
が影響を受けることとなることから、CPTPP の安全保障例外の援
用の意図について詳細に確認する必要がある。

WTO 加盟当時には国際ルールに適合する必要があるということ
で国内制度改革を進めようとした改革派が活躍したが、現在はそう
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した声は必ずしも大きくない。中国国内では、加入申請前には、国
際ルールに適合するよう国内制度を改革すべきとの議論が見られた
ものの、最近では、中国の制度を国際社会における多様性の現れと
して正当化し、これを包摂すべきであるなど、自国のシステムをで
きるだけ変えずに CPTPP への加入を認めさせようとしていると受
け止められる論調が目立っている。

第4章（日本の戦略）では、これらを踏まえ、日本の取るべき戦
略を検討した。

その前提として、TPPの二つの戦略的意義を再確認した。一つは、
WTO 交渉の停滞に直面した日本が TPP に見出した通商戦略上の意
義で、高いレベルの合意を受け入れた通商版の有志連合が、時代の
変化に応じてルールをアップデートしていく、“a living agreement”18

（生きた協定）を作ることである。アップデートを駆動するのは、
通商交渉と国内改革を車の両輪として活性化させる仕掛けである。
この仕掛けが動き続ける前提は、「そこに適合できる同志のみ」を
受け入れることである。TPP において WTO の過ちを繰り返すわけ
にはいかない。もう一つの戦略的意義は、参加することで初めて得
られる高いレベルの市場アクセスが新規参加の誘因となり、「TPP
が各国の経済改革の目標となり法の支配が及ぶ範囲が拡大し、基本
的価値を共有する国々の経済のきずなが深まりその輪が広がること
で、地域の安定に資する19」ことである。参加メンバーが高いレベ
ルのルールを実施することで、経済活動の基礎となる法的安定性、
予見可能性が高まり、経済が発展し、人々の暮らしが豊かになるに
つれて、人々の内発的な動機によって、結果として普遍的価値を共
有する国・地域の輪が広がっていくことが期待される。しかし、こ
こでの有志連合の編成原理は、普遍的価値ではなく、法の支配であ
る。日本が目指す通商秩序は、この TPP の戦略的意義が発揮され
るものでなければならない。

この前提を踏まえ、日本のとるべき戦略の5つの要素とその実施
を支える国内政策の課題を整理した。

第一に、法の支配を広げる仲間を増やすことである。普遍的価値は、
日本の対外戦略の根幹にある20。しかし、新しい通商秩序は、民主主
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義対権威主義といった単純なブロック化では機能しない。通商秩序
は次のような重層構造で考え、レイヤーごとの参加基準を厳格に守る
ことで、法の支配を広げる仲間を増やすことを最優先すべきである。

まず、WTO は、ほぼ全世界をカバーし、FTA や EPA が実体規律
と執行メカニズムの両面で事実上依拠する、通商秩序の基層である。
特にその紛争処理機能、ルール形成機能をできるだけ早期に回復、
強化する努力が欠かせない。

次に、CPTPP のような高いレベルのルールのレイヤーは、普遍
的価値を共有する国々が中核となって牽引すべきものであるが、そ
の発展のためには、民主主義といった政治的価値を共有しなくとも、
ルールに基づく国際秩序を維持強化していく意思を共有する仲間を
広げていくことが欠かせない。

その際、WTOの機能回復・強化には時間がかかることを踏まえ、
特に CPTPP については、実体規律と執行メカニズムの双方につい
て、それ自体として強固な仕組みを備えることが必要である。

冒頭述べたとおり、世界経済が先行き不透明感を強めている中で、
日本としては、志を同じくする国・地域と連携し、レベルの高い通
商協定のレイヤーを拡大させることで、企業の取引コストを低下さ
せ、新たな市場開拓を促進し、経済の回復に貢献することが期待さ
れる。その道筋としては、
①	 志を同じくする国・地域がCPTPPに新たに加入するのみならず、
②	 二国間・少数国間の志の高いFTA・EPAのネットワークが広がる、
③	 CPTPP と EU のような既存の枠組み同士が可能な分野で連携・

協力する
など、様々な可能性を想定し、柔軟に機動的に進めることが効果的
であろう。

新たに発足したIPEFは、「デジタルやサプライチェーン、脱炭素
など 21 世紀型の課題に対し、ルール作りと人材協力、インフラ支
援をセットで講じていこうとする意欲的な取組21」であり、市場ア
クセスを含まないが、ルールについては CPTPP と同様に高いレベ
ルのレイヤーに位置付けられるものであろう。IPEF の充実に日米
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が連携して取り組むことは、加速する変化に対応し機動的にアップ
デートする仕組みを含め、世界の通商ルール改定のモメンタムを高
める契機となることが期待される。

その上に、民主主義的価値観を共有していなければ成り立たない
ルールがあり得る。例えば、デジタル化が生活のあらゆる側面に及
ぶようになり、各国が重視する価値の問題との関わりが生じるルー
ルについては、共通化はより困難になる。それは、さらに限定された
有志連合のレイヤーでルールを作り、守り育てていくべきものであろう。

このように異なる性格のルールを併存させ、各国・地域が、それ
ぞれの制約の中で、自らの選択によって段階的に、より高いレベル
のルールの枠組みに参加するインセンティブが働くような重層構造
の秩序を形成することにより、安定の維持と、ルールをアップデー
トし続ける契機を両立できるのではないか。

第二に、CPTPP への新規加入については、英国の加入を契機に
示された基準（英国モデル）22を先例として確立し、維持すること
である。高い水準を維持しルールのアップデートを続けることで通
商交渉と各国の国内改革を車の両輪として活性化し、そのルールを
世界に拡大するレバレッジを維持するという TPP の戦略的意義を
CPTPP に継承するため、日本は、以下のような英国モデルの原則
に従って粛々と対応するよう、締約国の結束を促す役割を果たすこ
とが期待される。
①　CPTPP のルール全体を受け入れ、ルールに適合しない国内制

度がある場合には、適合するようにその制度を改革すること。
②　これまでに合意したルールを遵守してきた実績により、加入後

にルールを遵守し続ける意思と能力があると信頼できること。
③　ルールに基づく貿易システムにおいて、透明性、予測可能性並

びに信頼性を推進するという明確なコミットメントを有すること。
④　最も高い水準の市場アクセスの約束を提供すること。
⑤　市場志向の原理を推進し、保護主義、不当な貿易制限措置の使

用、経済的威圧に対抗するという志を同じくすること。
⑥　ハイスタンダードなルールをさらに前進させるという CPTPP

の取組み、特にグローバルなデジタル・ルールの形成に貢献す
る意思と能力があること。
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中国が CPTPP への加入を申請したことは、CPTPP が目指すもの
について理解を促す機会であり、CPTPP ルールと国内制度の関係、
遵守の意図、過去の合意に関する実績等について対話し、中国のど
のような行動が中国に対する信頼を高めることにつながるのかにつ
いて、CPTPP 締約国の共通認識を伝えることが、今後の中国との
関係の安定的発展に資するであろう。

他方、中国については、国有企業、労働、デジタル・ルールなど
について課題がある。さらに、総体国家安全観の下、幅広い政策に
おいて国家安全が優先し、各分野の政策が影響を受けることとなる
ため、安全保障例外の安易な援用が懸念される。中国の国家資本主
義的な制度の根本的な変革がないまま、巨大市場の魅力を理由に
CPTPP加入を認めれば、将来に大きな禍根を残すであろう。

第三に、同志国と連携し経済的威圧に対抗する枠組を作ることで
ある。秩序の構築には時間がかかる中、足元で秩序を壊す動きを止
めることが急務である。2022年5月に成立した日本の経済安全保障
推進法に規定されたサプライチェーンの強靭化、基幹インフラが提
供するサービスの安定確保のための措置は、経済的威圧を受けても
耐えられる強靭性を備えることを目的としている。この取組の実効
性をさらに高めるためには、国際協調が欠かせない。IPEF がサプ
ライチェーンの強靭化を重要な要素としているのは、同志国間の協
力によって経済的威圧に備える狙いがある。欧州委員会は、2021
年12月、域外国によるEU及び加盟国に対する経済的威圧について、
措置の停止を求めて働きかけ、相手国が応じない場合には対抗措置
を発動できるようにするための規則案を発表した。その他にも、経
済的威圧に対抗する同志国の枠組の要素として、経済的威圧行為を
共同で非難する、痛みを分担する、共同での対抗措置を備えるなど
が挙げられている 23。同じ問題意識を持つ各国と連携し、WTO と
の関係に留意しつつ、経済的威圧を抑止する効果的な方策を検討す
べきであろう。

第四に、CPTPPとEUの連携を強化することである。岸田首相は、
「ウクライナは明日の東アジアかもしれない」という危機感を背景
に、G7 と協調して制裁など毅然とした対応を実行し、東南アジア
諸国には国際社会の結束に向けた理解と協力を呼びかける一方、欧
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州諸国にはインド太平洋地域への関心と関与を一層強めるよう精力
的に働きかけてきた。次になすべきは、欧州諸国の関心と関与の基
礎となるインド太平洋地域との経済連携の強化である。

CPTPP が高いレベルのルールを世界に広げていく上で、普遍的
価値を共有する EU は、理想的なパートナーである。EU の CPTPP
への加入を追求するべきだという議論もある 24。現実には、EUは、
個人データの保護を基本権憲章上人権として保障しているため、経
済上の連携に関する日本国と欧州連合との間の協定（日EU・EPA）
を含め、データの自由流通に関する規律を EPA に含められていな
いなど、CPTPP ルールと整合しないものがあり、これらについて
EU 側が制度を変更することは現実的ではない。しかし、普遍的価
値を共有する国・地域同士であれば、ルールの構造が異なっていて
も、その違いを橋渡しできるはずである。CPTPPとEUは、新しい
通商秩序の構築に向けて大胆な将来像を描き、それを実現する創造
的な方策を見出すことが期待される。まずは両者の対話の枠組を作
り、可能な分野で連携・協力するところから始めるよう、日本が率
先して取り組むべきであろう。

第五に、米国のアジアにおける経済的な関与の維持強化に粘り強
く創造的に取り組むことである。アジアでは2022年初頭にRCEPが
発効した。その締約国は地理的に隣接している。この枠組の下で域
内の相互依存関係は必然的に高まっていく。TPPのようなさらに高
いレベルの経済統合に参加していない国・地域は、他の条件が一定
であれば、貿易代替効果によりそのプレゼンスが低下していく。そ
の経済的打撃は、結局は立場の弱い人々に強く及ぶ。「中間層のた
めの外交」と TPP への復帰は、本来は全く矛盾せず、むしろ相互
に補強し合うものである。

他方、米国政府当局者の反応25は、米国内の政治的現実はTPP交
渉当時とは全く変わってしまった、経済環境も大きく変わっており、
IPEF で通商ルールをアップデートすることに集中したい、という
ものである。岸田首相は、米国が IPEF によって「インド太平洋地
域への経済的関与を再び明確にした」ことの戦略的意義を高く評価
し、最大限の貢献を表明26している。日本としては、その際、アジ
ア諸国にとって IPEF の魅力を高める上で、やはり米国への市場ア
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クセスが重要であることを伝え、米国の努力を働きかけ続けるべき
であろう。

通商協定への米国の復帰は、決して不可能なことではない。ウク
ライナを侵略したロシアに対する厳しい対抗策は、米国において超
党派の支持を得ている。中国に覇権を譲らないことについて超党派
のコンセンサスがあれば、労働者と地域社会がグローバル競争に勝
てるための大規模な投資と国際秩序を守るための通商協定の締結を、
前後関係を厳格にせず（協定の交渉・発効には時間がかかる）同時
並行的に進めることについて、米国内の政治的合意が実現できる道
はいずれ必ず開けるであろう。

日本としては、米国内で TPP 復帰、その前提としての市場アク
セスを含む通商交渉が真剣に検討されるようになるために、腰を据
えて、できることは全てやる、そのための体制を整えるべきである。
例えば、バイデン大統領が選挙期間中に述べた、米国が TPP に復
帰するに当たって必要とされる再交渉はどのようなものか、米国側
は具体的にどのような変更が必要と考え、それはアジア諸国ではど
のように受け止められるのか、といった議論を、交渉上の立場に縛
られない民間で行うことは、復帰を現実的に考える具体的な対話の
端緒となる。

また、貿易によって影響を受けた国内産業や地域に対する支援策、
雇用調整を円滑にするための人材支援などの国内政策についての政
策対話・協調も検討課題である。岸田総理は、1 月の日米首脳会談
において、バイデン大統領に「新しい資本主義」の考え方を説明し、
両首脳は、次回首脳会合で、持続可能で包摂的な経済社会の実現の
ための新しい政策イニシアティブについて議論を深めていくことで
一致した。これは、まさに国内で立場の弱い人々が変化への対応力
を高め、経済を自由貿易と両立できる強靭な体質に変えていくこと
に資するであろう。

最後に、日本として、以上の戦略を遂行し通商秩序の形成を主導
する基礎となる国力を高めることである。日本がこのような通商秩
序の形成を主導するためには、交渉力の基礎となる国力を高めるこ
とが何よりも必要である。日本経済は過去 30 年間ほぼ成長できて
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いない。総人口は 2011 年以降一貫して減少している 27。足元の円
安の進行と相まって、世界経済に占める日本の位置付けは急速に縮
小している。岸田首相は、「権威主義的体制による厳しい挑戦にさ
らされている自由主義、民主主義を守るためには、我々自身が強く
ならなければなりません。そのために、新しい資本主義を通じて、
資本主義をバージョンアップさせる。」28と述べている。

岸田首相は、2022年5月、訪問先のロンドンで講演し、新たな資
本主義の下では、社会課題を成長のエンジンへと転換するため、「人
への投資」、「科学技術・イノベーションへの投資」、「スタートアッ
プ投資」、そして、「グリーン、デジタルへの投資」の4本柱に取り
組むことで、分配の目詰まりの解消、付加価値を生む分野への過少
投資の克服、新分野への労働移動の後押し、多様性の取り込み、健全
な新陳代謝の実現を進めるとして、成長戦略の骨格を披露した29。

これらは、いずれも日本にとって重要なテーマであり、これまで
も関連する様々な取り組みが試みられてきた。その中で十分な成果
が上がっていないものについては、その根本的な原因を解明し、そ
れを踏まえて取り組む必要がある。日本政府は、時代の変化に対応
して新たな課題に取り組んできたが、変化が加速し不確実性が高ま
る中、戦略の構想とともに、その立案から実現に至るガバナンスを
再構築する必要がある。

冷戦終焉後、国際秩序は空気のようなものであった。各国とも、
秩序が安定して機能することが当然であるかのように、その恩恵を
受けながら、その軋みに対し鈍感であった。ロシアのウクライナ侵
略は、国際秩序の根幹を揺るがし、世界を目覚めさせた。岸田首相
が述べたとおり、国際社会は今「歴史の岐路」30にある。我々の選
択は明確である。国際秩序の安定を守り、より良く機能させるため
に変革していく。通商戦略においては、法の支配を尊重する輪が広
がるような重層構造の秩序を構築するとともに、経済的威圧を抑止
する仕組みを用意することである。ここで戦略として挙げたものは、
いずれも容易な仕事ではない。アジア諸国は、中国との関係が悪化
するリスクを取ることを躊躇している。どこまで各国に「法の支 
配」陣営にコミットするメリットを実感させられるかが今後の課題
である。
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